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基本施策１ 組織・人材マネジメントの充実                ２ 
    

基本施策３ 課題分析に基づく政策立案の推進               ６ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チャレンジする市役所 
（行財政改革大綱） 

基準値 
（令和３年度） 

目指す方向 政
策
指
標 

市役所が常に改善、改革に 

取り組むチャレンジ精神を 

持っていると感じる市民の 

割合 

※4段階の内、上位 2段階を選択した割合 

30.6％ 

９ 

  

令和５年 12 月 21 日 

総 合 計 画 審 議 会 

【 資 料 ３ 】 

第４回総合計画審議会のご意見等を踏まえた修正内容 



 

2 

 

基本施策１  組織・人材マネジメントの充実 

仕事にやりがいを持ち、自ら考え、学び、行動することで、市民に信頼される

職員が育成・確保されています。チャレンジ意欲のある職員により高度化・多

様化する行政サービスへの需要への対応ができています。 

※３段階の内、上位１段階（やりがいがある）を選択した割合 

 

現状・これまでの取組  

●少子高齢化による急激な人口減少が避けられない状況となっているなかでも、高度化・多様化す

る行政サービスの需要があり、限られた人材によって数多くの地域課題に対応し続けることがで

きる組織であることが求められています。 

●本市は、「石岡市職員定員管理計画」により、定年延長制度を見据え、職員数を管理しつつも、

「石岡市職員人材育成基本方針」に基づき、職員研修実施計画を作成し、職員の窓口対応能力や

業務遂行能力、政策形成能力、管理能力、専門的知識などの向上に努めています。また、定期人

事異動により職員を適材適所に配置し、能力を最大限発揮できる環境づくりを行っています。 

●部下からの視点等による課長級のマネジメントの状況を把握し、本人の気づきの機会を提供する

ことで、さらなるマネジメント能力の向上を支援することを目的として、令和５年度から「多面

評価」を実施しています。 

●窓口において、より分かりやすく温かみのある対応が求められていることから、職員の意識改革

や、民間への業務委託を取り入れながら、各課の連携を高めるとともに、職員の経験年数や役職

等に合わせた研修体系を整備することで、市民サービスの充実を図っています。また、窓口にお

けるデジタル化の一環として、キャッシュレス決済の導入及び、各種証明書や申請発行手続きの

電子化や、コンビニ交付等を行っています。 

●女性職員の活躍の場を広げるための取組を行い、参画拡大を推進しています。また、働きやすい

職場づくりに向けて、イクボス宣言や管理職によるハラスメント防止対策の実施等により、職員

のワーク・ライフ・バランスを推進しています。 

●産業医による指導、茨城県市町村職員共済組合による福利厚生事業などにより職員の労働環境を

支援しています。 

●職員の資質向上のため、魅力ある働き方を PR し、採用年齢の拡大やいわゆる就職氷河期世代を

対象とした受験枠を設けるなど多様な試験制度の実施を行っています。 

●総合計画の実効性を高め、限られた行政資産を効果的・効率的に運用するため、組織・人材およ

経営・財務マネジメントが相互に連動するマネジメントシステムを取り入れています。 

 

 

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

基準値 

(令和４年度） 

目標 

(令和９年度) 

仕事にやりがいを持つ市職員の割合 50.48％ 50.54％ 基準値より 増 

 あるべき 
将来の姿 
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課題  

●限られた人材によって多数の地域課題に対応し続けることができる組織であるためには、職員

一人ひとりがそれぞれの役割を認識し、組織目標の実現に向けて、自分が何を行えばよいかを

理解している必要があります。そのため、目標管理制度や人事評価制度、各種研修制度によっ

て、自ら変革する能力のある人材育成や組織づくりが求められます。 

●人事評価制度を適正に運用し、職員の能力開発や人事管理を効果的に行い、職員の意欲と能

力、努力に見合った適切な評価を行っていく必要があります。また、職員の公務員としての高

い倫理観やコンプライアンスの徹底など、市民に信頼される組織づくり、人材育成に努める必

要があります。 

●窓口サービスの充実のため、対応する職員一人ひとりの意識を高めることや、知識・能力・対

応力の向上を図るとともに、便利で利用しやすい窓口、わかりやすい窓口を目指して、手続き

の簡素化や各窓口の連携強化を推進することが重要です。 

●組織の総合力を高めるためには、部局横断的なプロジェクトチームの結成などを柔軟に実施し

ていくほか、証拠に基づく政策立案能力の向上やキャリア開発、各分野のスペシャリストの育

成などの新たな人事管理のあり方を検討するとともに、多くの人事情報を一元的に管理する必

要があります。 

●職員の資質向上に向けて、働き方改革の実施や、多様な受験制度の構築に加え、働きやすい職

場環境、専門的人材の確保が必要です。 

●総合計画・行政資産・実施事業が連動するマネジメントシステムについては、より効果的・効

率的に機能するよう、各マネジメント間の連携強化により改善を図る必要があります。 

 

 

 

関連計画  

・石岡市職員定員管理計画（平成 29 年度～、令和３年度改定） 

・石岡市職員人材育成基本方針（平成 19 年度～） 

・石岡市職員研修実施計画（毎年度策定） 

744
706

653 652 634 650 649 653

614
575

524 519 505 515 514 518

H17 H20 H23 H26 H29 R2 R3 R4

職員数の推移

全職員 行政職
190

160

187

121 121
136

H29 H30 R1 R2 R3 R4

職員採用試験（１次試験）受験者数

（一般職・行政職・専門職合計）

（人） 
（人） 
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主要な取組における参考指標（※赤点線枠部分はチャレンジ指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要な取組 ※赤枠部分はチャレンジする取組 

取組名  取組内容  担当課 

多様な人材の確保 

 職員の資質向上のため、募集方法や受験方法

など多様な手段を講じます。また、任期付職

員などにより、高い専門性を有した人材を職

員として確保します。 

 

総務課 

研修制度の充実 

 
知識、技能等の基礎的能力の育成に加え、政

策立案能力、管理能力、専門的知識の向上に

寄与する研修制度の充実を図ります。 

 

総務課 

窓口サービスの向上 

 幅広い事務の受付を行うため、効率的な事務

処理の実施、部署間の連携や情報の共有等を

推進し、更なる窓口サービスの向上を図りま

す。 

 

全庁 

     

働き方改革の実施 

 長時間労働の是正や柔軟な働き方がしやすい

環境整備、女性の活躍の推進等を図ります。

また、ハラスメント防止対策を実施し、職員

のワーク・ライフ・バランスを確保します。 

 

総務課 

     

自主研究会の支援 

 人材や組織課題等について話し合う若手職員

や中堅職員による自主的な研究活動を支援

し、職場内コミュニケーションの活性化と政

策立案能力などの向上を図ります。 

 

総務課 

     

職員提案制度の実施 

 職員の自由な発想を実現に結びつける職員提

案制度の実施により、職員のチャレンジを応

援します。 

 

経営戦略課 

専門人材の確保数 

高い専門性を有する人材を一定の任期で採用
する制度である任期付職員の人数（累計） 

研修の満足度 

研修を受講した職員のうち、研修の目的を達
成できたと回答した職員の割合（年間） 

基準値 
（令和２年度） 

目 標 
（令和９年度） 

94.0％ 基準値より増 80.5％ 

実績値 
（令和４年度） 

基準値 
（令和２年度） 

目 標 
（令和９年度） 

０人 
専門分野を踏まえ

た必要数の確保 １人 

実績値 
（令和４年度） 
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行政職員のエキスパートを目指して 

職員研修の実施 

 職員研修実施計画に基づいて職員向けの研修を行っています。採用年数や役職に基づ

く執務能力向上のための研修のほか、政策立案能力、管理能力、専門的知識の向上を目

的とする研修を毎年見直しながら行います。 

研修の実施例 

有給休暇取得率 

職員の有給休暇の付与日数に対する実際に取
得した日数の割合（年間） 

男性育児休暇取得率 

男性職員の育児休暇取得率（年間） 

職員提案の提案数 

石岡市職員提案に関する要綱に準じた職員に
よる行政事務に関する提案の数（年間） 

研修名 目標 内容 

公務員倫理研修 公務の信頼性を確保するために、倫

理意識の更なる醸成を目指す。 

・公務員倫理の全体像 

・公務員倫理の３種類 

職員向けキャリアデ

ザイン研修 

目指すべき職員像をイメージさせ、

自律的に職務に取り組む姿勢と自発

的な能力開発を図る。 

・キャリアの棚卸 

・働く価値観 

・キャリアプランの作成 

茨城県実務派遣研修 より広い視野に立った判断力と環境

変化への適応力を育成し、職務上必

要な知識、技能等を身につける。 

・茨城県庁への派遣 

 

基準値 
（令和２年度） 

目 標 
（令和９５年度） 

20 回 30 回 ７回 

実績値 
（令和４年度） 

基準値 
（令和２年度） 

目 標 
（令和９年度） 

48.5％ 基準値より増 50.5％ 

実績値 
（令和４年度） 

基準値 
（令和２年度） 

目 標 
（令和９年度） 

11.7％ 25 50％ 35.0％ 

実績値 
（令和４年度） 

研修の理解度 

研修を受講した職員の内、研修内容を「よく
理解できた」を回答した職員の割合 

基準値 
（令和４年度） 

目 標 
（令和９年度） 

67.8％ 75.0％ 
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基本施策３  課題分析に基づく政策立案の推進 

未来のあるべき姿を踏まえ、証拠に基づく政策立案により、着実に将来像の実

現に近づいています。また、既存概念を打破し、新たな発想による新しい価値

を創造し続けることができる環境整備ができています。  

※次年度における政策的経費区分の立案事業数 

 

現状・これまでの取組  

●政策効果の測定に重要な関連を持つ情報や統計等のデータを活用した EBPM（Evidence-based 

Policy Making：エビデンス ベースト ポリシー メイキング：証拠に基づく政策立案）の推進

は、政策の有効性を高め、行政への信頼確保に資するものです。国は、EBPM を推進するため

に様々な取組を進めています。 

●証拠に基づく政策立案のためには、根拠となる基礎データが重要です。国勢調査や経済センサ

スなど統計法に基づく統計調査を実施しているほか、市民を対象としたアンケートなどの実施

により証拠となり得る情報収集を行っています。 

●誰もが活用できるオープンデータを本市のホームページで公開しています。 

●将来像の実現に向けて、毎年度、市が政策的に重点をおいて実施していく事業を「リーディン

グプロジェクト」として位置づけ、限りある財源のなかで、より効果的な政策立案や事業展開

を図っています。 

●人口減少対策が喫緊の課題となっている中、令和５年度には、内閣官房の「少子化対策地域評

価ツール」を活用し、客観的指標による地域特性の見える化や、アンケートおよびヒアリング

等の実施による主観データの収集を行いました。得られたデータを基に、地域の強み、課題を

分析し、分野横断的に根拠のある政策立案を実施しています。 

 

課題  

●少子高齢化などにより社会課題が複雑化するなか、将来的な人口や税収の減に備え、総合的か

つ計画的に市政を運営することが求められており、各種統計データなどの証拠に基づく施策展

開とその効果測定が必要です。 

●費用対効果や事業成果に着目したヒト・モノ・カネの資源配分を推進する必要があります。 

●サービスの充実やコスト削減を図るために、民間活力の活用や、民間手法の導入を図る必要が

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

実績値 

(令和４年度） 

目標 

(令和９年度) 

新規事業の立案件数及び既存事業の事

業内容拡充件数 
43 件 35 件 基準値より 増 

 あるべき 
将来の姿 



 

7 

 

あります。 

●縦割りとなりがちな、様々な政策課題について、柔軟に対処する仕組みを充実させる必要があ

ります。職員や市民、事業者等の様々な関係者の力を結集し、新たな発想から価値を創造し続

けることができる環境整備が求められています。 

●本市における各種計画の進捗状況を測る成果指標をわかりやすく一元管理していくことで、各

事業の成果効果の検証や、部局横断的な事業展開の判断材料としていく必要があります。 

●統計データをオープンデータ化するなど、公開オープンデータの項目を充実させる必要があり

ます。 

 

主要な取組 ※赤枠部分はチャレンジする取組 

 

取組名  取組内容  担当課 

計画・実行・評価・予

算 が 連 動 し た 、 効 果

的・効率的なシステム

の確立 

 

厳しい財政状況のなか、限られた資源を活用

し、総合計画の実現を図るため、成果や効果

などを重視した資源配分を行います。 

 

政策企画課 

     

指標の一元管理  

 
本市における各種計画の進捗状況を図る指標群

をわかりやすく一元管理していくことで、各事

業の成果効果の検証や、部局横断的な事業展開

の判断材料として活用します。 

 

政策企画課 

     

調査研究機関の設置検

討および分野横断的な

根拠のある政策立案 

 多様な人材による参画、新たな発想から価値

を創造し続けることができる調査研究機関に

ついて設置を検討します。あわせて、人口減

少対策プロジェクトチーム等により、分野横

断的に根拠のある政策立案を行います。 

 

政策企画課 

 

 

主要な取組における参考指標（※赤点線枠部分はチャレンジ指標） 

 

 

 

 

 

 
 

全計画における指標設定数 
本市における各種計画の進捗状況を測る指標
群を一元管理します。 

基準値 
（令和３年度） 

目 標 
（令和５９年度） 

589 指標 指標数管理継続 

プロジェクトチーム等による 

分野を横断した政策立案 
人口減少対策プロジェクトチーム等による分
野横断的に根拠のある政策立案数（累計） 

基準値 
（令和５年度） 

目 標 
（令和９年度） 

７事業 20 事業 


